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【続報②】
代行返上後の旧基本ﾌﾟﾗｽｱﾙﾌｧ給付にか
かる選択肢追加の取り扱い（DB、厚年）

【続報②】
代行返上後の旧基本ﾌﾟﾗｽｱﾙﾌｧ給付にか
かる選択肢追加の取り扱い（DB、厚年）

DB受給権者に対して旧基本プラスアルファ給付にかかる選択

肢（代替給付）を追加する取り扱いにつきましては過日ご案内し

ております※が、今般、行政宛の照会事項に対して回答があり

ましたので確認事項の要旨等をご案内致します。

ポイントポイント

※

ご参考にDB年金・厚年基金以外のお客様にも送付させて頂きます。

.225年金ニュースNo.228 、No

詳細は次頁以降をご参照

https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2010_112.pdf
https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2010_115.pdf
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１．受給権者への代替給付の設定について（新たなルールの制定）１．受給権者への代替給付の設定について（新たなルールの制定）

代替給付の追加規定は、原則、代行返上時のみに可能。※１

受給権者本人の選択によらず旧基本プラスアルファ部分を廃止し代替給付を設定することは、
代行返上の時期にかかわらず原則不可。

平成23年3月末時点で代行返上済の場合でも、代行返上時に代替給付を設定していない場
合は、平成24年3月31日または初回再計算の掛金適用日までに代替給付を設定することが
可能。

受給権者への代替給付の設定可否受給権者への代替給付の設定可否

平成23年3月末時点
代行返上時点の

代替給付の設定状況
代行返上後の

代替給付の設定可否

代行返上未済代行返上未済

設定済設定済

設定未済設定未済

原則不可※２原則不可※２

H24.3末※３または初回再計算
の掛金適用日まで可

H24.3末※３または初回再計算
の掛金適用日まで可

代行返上済※１代行返上済※１

不可不可

※１ 平成23年3月末時点で現に検討が進んでいる基金については、平成23年4月以降に代行返上する場合であって
も平成23年3月末時点で代行返上している基金と同様の取扱いとなる。
⇒「現に検討が進んでいる」とは将来返上の認可申請済である等の状況が考えられます。

※２ 選択期間が終了している場合には選択期間の延長や新たな代替給付の設定は不可 。
選択期間が終了していない場合には対象者の公平に選択機会が与えられるように十分考慮したうえで延長・
追加が可能。

※３ 平成24年3月末までに規約変更の認可申請をすることが必要。
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２．受給権者への代替給付設定にかかる給付減額の取り扱い２．受給権者への代替給付設定にかかる給付減額の取り扱い

代行返上時に受給権者に対して代替給付を選択肢として追加する場合は、給付減額判定は
不要。（従来同様の取扱い）

代行返上後に受給権者に対し代替給付を選択肢として追加する場合は、旧基本プラスアル
ファと代替給付を比較し、給付減額の判定を行う。
また、この場合には給付減額の理由として「代行返上」は使用できず、「経営悪化によるもの」
や「掛金拠出困難によるもの」に該当する必要がある。（新たなルールの制定）

代行返上時に受給権者等が代替給付を選択する期間を限定した規約としていた場合、選択
する期間を延長する規約変更のみを行う場合には、給付減額に該当しない。（従来同様の取
扱い）

給付減額の取り扱い給付減額の取り扱い

代行返上と同時に代替給付を選択肢として追加代行返上と同時に代替給付を選択肢として追加 給付減額に該当しない※1給付減額に該当しない※1

代行返上後に代替給付を選択肢として追加代行返上後に代替給付を選択肢として追加 給付減額判定が必要※２給付減額判定が必要※２

※１ 代替給付の選択期間延長は給付減額に該当しない（但し選択期間が終了している場合には選択期間の延長
は不可⇒2頁※2参照）。

※２ 規約変更時点の基礎率を用いて算定した給付現価によって旧基本プラスアルファ部分と代替給付を比較する
（最低積立基準額の比較は不要）。また、この場合には給付減額の理由として「代行返上」は使用できず「経営
悪化によるもの」、「掛金拠出困難によるもの」に該当する必要がある。

３．旧基本ﾌﾟﾗｽｱﾙﾌｧ給付の全部または一部が残存するDB加入者の取り扱い（新たなルールの制定）３．旧基本ﾌﾟﾗｽｱﾙﾌｧ給付の全部または一部が残存するDB加入者の取り扱い（新たなルールの制定）

代行返上後に旧基本ﾌﾟﾗｽｱﾙﾌｧ給付の全部または一部が残存するDB加入者に代替給付を
新たな選択肢として追加する場合は減額判定が必要。

本人の選択によらず旧基本プラスアルファ部分を廃止し代替給付を設定することは不可。

４．加算非適用者に対する取り扱い（新たなルールの制定）４．加算非適用者に対する取り扱い（新たなルールの制定）

代行返上後に加算非適用者に代替給付を追加することは不可。

本人の選択によらず旧基本プラスアルファ部分を廃止し代替給付を設定することは不可。



発行元：三菱ＵＦＪ信託銀行 年金コンサルティング部
※本件に関するご照会は営業担当者までお願い致します。また本資料は、当社が公に入手可能な情報に基づき作成したものですが、その内容の正
確性・完全性を保証するものではありません。施策の実行にあたっては、実際の会計処理・税務処理等につき、貴社顧問会計士・税理士等にご確認く
ださいますようお願い申し上げます。当レポートの著作権は三菱UFJ信託銀行に属し、その目的を問わず無断で引用または複製することを禁じます。

4／6

５．主な照会事項と回答５．主な照会事項と回答

代行返上と同時の代替給付設定 回答

(1) 代行返上と同時に旧基本プラスアルファ部分に対す
る代替給付を選択肢として設定する場合には、代替
給付と従来の給付を比較することなく給付減額に該
当しないものとして取り扱ってよいか。

(1) よいです。

代行返上後の代替給付設定 回答

(1) 代行返上時に代替給付を設定している場合において、
代行返上時に設定した代替給付とは別の代替給付を
新たに設けること（例：代行返上時に代替給付として５
年確定年金を設定。その後、新たに１０年確定年金の
代替給付を設定する。）は、平成24 年3 月末（または
初回定例財政再計算による掛金の適用日）までの規
約変更であるか否かに関わらず可能か。

(2) 代行返上後に旧基本プラスアルファ部分に対する代
替給付を選択肢として設定する場合、平成24 年3 月
末（または初回定例財政再計算による掛金の適用日）
以前の規約変更に限り、代替給付と従来の給付を規
約変更時点のＤＢの予定利率・死亡率（継続基準）を
用いて算定した給付現価により比較し、代替給付が
下回らなければ給付減額と取り扱う必要がないと理解
してよいか。

(1) 代行返上時に代替給付を設定
しており、選択期限が終了して
いる場合は、認められません。
選択期限が終了していない場
合は、対象となる者に公平に選
択機会が与えられるよう十分考
慮した上で追加することは可能
です。

(2) よいです。

給付減額の判定 回答

(1) 代替給付の選択肢の追加に関して、代行返上時の変
更は給付減額判定が不要とされているのと同様に、代
行返上後の規約変更も給付減額判定を不要としてい
ただきたい。

(1) 代行返上時に給付減額判定を
不要としているのは、代行返上
という大きく制度を変えるタイミ
ングに、代行部分に合わせて単
純終身となっていた薄皮部分及
び独自給付部分については、
異なる支給方法の選択肢を設
けることを減額判定なしに認め
るという趣旨であり、代行返上後
も認められるものではありません。
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≪ご参考① 代替給付とは≫

＜代行返上前＞ ＜代行返上後＞

代行部分

基本ﾌﾟﾗｽｱﾙﾌｧ部分

加算部分

厚年基金から
支給

代行部分

基本ﾌﾟﾗｽｱﾙﾌｧ部分

加算部分

DB年金から
支給

国から支給
基本プラスアル
ファ部分に相当
する代替給付
（受給方法の
選択肢）を追加

「代替給付」とは旧厚年基金の基本プラスアルファ部分（いわゆる「薄皮部分」と薄皮部分以
外の「その他プラスアルファ部分」）を代替する給付のことをいう。

旧基本プラスアルファ部分は終身年金で支給され、かつ加算型の場合には給付額が小額で
あるため、代行返上時には旧基本プラスアルファ部分に相当する5年等の有期年金の選択肢
を設けるケースが多い。

従来より「受給権者」に対して代替給付の選択肢を追加し、受給権者の意思により選択する
場合は給付減額には該当しない取り扱いとされている。

基本部分

≪ご参考②その他プラスアルファとは≫

基本プラスアルファ

代行

薄皮

その他
プラスアルファ

60歳 65歳

・国と支給開始年齢の違いによる独自給付
・在職老齢年金の支給停止部分の違いによる独自給付
・雇用保険との併給調整をしない場合の独自給付 等

「その他プラスアルファ部分」とは国の代行部分と基金の基本部分の差異（基金の独自給付）
のうち、薄皮部分以外のことをいう。

その他プラスアルファには、国と支給開始年齢の違いによるもの、在職老齢年金の支給停止
部分の違いによるもの、雇用保険との併給調整の有無によるもの等がある。
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≪ご参考③ 代行返上時の主な制度設計≫

加入者

給付水準及び会社の考え方により
「給付の継続」・「既得権のみ確保」・「廃止」

薄皮部分

その他ﾌﾟﾗｽｱﾙﾌｧ
部分

給付減額を実施する先が多いと考えられる。
給付減額が困難な場合は「給付の継続」

継続給付
に係る給付
原資をもと
に有期年
金を設定

受給権者
（受給者・
受給待期
脱退者）

現行給付を継続する。

本人選択制
の年金給付

代替給付（有期年金）を設定し
選択一時金規定を設ける。

「現行給付の継続」と「新しい給付（代替給付）」の選択制にす
ることで、給付減額を回避しながら任意に設計可能

選択肢１

選択肢２

現行給付
に係る給付
原資をもと
に有期年
金を設定

給付は比較的任意に設計可能 （給付減額を実施する場合）

※ 代替給付の設計において「給付水準の設定に関する制約」はない。

以上


